
1 

 

 

 令和６年度 

 

 

  那珂川沿岸農業水利事業（二期） 

  現場補償業務 

 

 

 

特 別 仕 様 書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関東農政局那珂川沿岸農業水利事業所 



2 

 

 

現場補償業務特別仕様書 

 

（適用範囲）  

第１条 この特別仕様書は、第４条に基づく令和６年度那珂川沿岸農業水利事業（二期）に

係る現場補償業務(以下「本業務」という。）に適用する。  

  ２ 本業務は、「現場補償業務共通仕様書」 (以下「共通仕様書」という。）によるほ

か、この特別仕様書により実施する。  

 
（管理技術者） 
第２条 管理技術者は、土地改良補償士、土地改良補償業務管理者のいずれかの資格を有する

者。 
又は、これと同等の能力と経験を有する技術者（大学卒１８年（短大・高専卒２３

年、高校卒２８年）以上相当の能力と経験を有する者をいう。）。（経験とは、測量、 
補償コンサルタント部門に在籍し、当該業務に従事した年数をいう。） 

 
（現場補償技術員） 
第３条 現場補償技術員は、土地改良補償士、土地改良補償業務管理者、土地改良補償業務管

理者補のいずれかの資格を有する者。 
又は、これと同等の能力と経験を有する技術者でなければならない。（土地改良補償

業務管理者補と同等の能力と経験を有する技術者（大学卒８年（短大・高専卒１０年、
高校卒１２年）以上相当の能力と経験を有する者をいう。）。（経験とは、測量、補償
コンサルタント部門に在籍し、当該業務に従事した年数をいう。） 

 

（業務の概要）  

第４条 本業務を行う業務の概要は次のとおりである。 

（１） 土地取得及び区分地上権設定に係る登記資料の精査、修正及び作成を行う。 

（２） 各種補償基準書作成に伴い、土地に係る評価を行う。 

（３） 令和６年度に実施する工事の各種補償契約に関する資料の作成及び地権者に対する契

約内容の説明、書類徴収の補助等を行う。 

（４） その他、用地補償業務において必要となる資料の収集整理、作成等を行う。 

（５） 既完了工事の完了図書の作成を行う。 

（６） 本業務の対象工事に係る路線は以下のとおりである  

① 渡里幹線水路 

② 常北幹線水路 

③ 小場江堰幹線水路 

④ 内茨幹線水路 

⑤ 湊幹線水路 

⑥ 小野幹線水路 

⑦ 千波湖送水路 

 

 

（履行期間）  

第５条 契約延月数は６ヶ月とし、業務期間は次のとおりとする。 
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令和６年６月１０日から令和６年１２月２０日まで。  

 

（業務内容及び打合せ）  

第６条 業務内容及び打合せについては、次のとおりとする。 

    管理技術者の業務内容は、次のとおりとする。 

 （１） 業務請負契約書第９条第２項に定める業務運営を行うものとし、監督職員と月１

回以上の業務打合せを行う。  

     なお、月２回目以降の打合せについては監督職員と協議のうえ、書面等により行

うことができるものとする。  

 （２） 本業務に従事する現場補償技術員は設計用技術員１人とし、業務内容を次のとお

りとする。 

    ① 登記資料の収集整理 

     ・登記原因証明情報兼登記承諾書、地積測量図等の精査及び修正 

 ② 土地の評価  

    ・土地の評価に必要となる土地取引事例地調査表等各種資料の作成  

    ・標準地の選定及び標準地調査書の作成  

    ・標準地の評価調査書及び取得等の土地の評価調査書等の作成  

    ・残地等に関する損失の補償額の算定  

    ③ 補償説明 

     ・土地売買契約書、区分地上権設定契約書、土地使用補償契約書等の各説明及び 

徴取の補助等 

     ・補償説明に関する説明資料の作成等 

     ・権利者に対する説明補助及び記録簿の作成 

④ 完了図書の作成  

    ・事業の完了に伴い必要となる工事完了届の事業成績書を構成する完了図書の作成 

⑤その他 
     ・用地補償業務に関連して必要となる資料の収集整理、図面の作成、点検等 

 

(業務場所)  

第７条 業務場所は、関東農政局那珂川沿岸農業水利事業所内及び当該事業実施地域内を予

定しており、業務期間中は庁舎を無償で使用させるものとする。なお、詳細について

は、監督職員と協議の上決定するものとする。  

 

(成果物）  

第８条 成果物の提出は次のとおりとする。  

 （１）業務実施報告書 １式  

 （２）共通仕様書第37条の規定により実施した業務において作成した資料 １式 

 （３）その他必要な資料 １式 

 

（成果物の提出先） 

第９条 成果物の提出先は、次のとおりとする 

     茨城県水戸市中河内町９６０―１ 
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     関東農政局那珂川沿岸農業水利事業所 

 

（契約変更） 

第10条 業務請負契約書に規定する協議事項は、次のとおりとする。 

（１）第４条に示す「業務の概要」に変更が生じた場合。 

（２）第５条に示す「履行期間」に変更が生じた場合。 

（３）第６条に示す「業務内容」に変更が生じた場合。 

（４）第７条に示す「業務場所」に変更が生じた場合。 

（５）第８条に示す「成果物」に変更が生じた場合。 

（６）その他 

     

(その他留意事項）  

第11条 その他次の事項に留意しなければならない。  

 （１） 通勤及び業務用に自動車等を必要とする場合は、受注者において用意するものと

する。 

 （２） 業務履行にパソコンを必要とする場合は、受注者において用意するものとする。 

     なお、原則として機能等については監督職員と協議のうえ決定するものとする

が、最新のデータに更新（アップデート）したウイルス対策ソフトがインストール

され、ウイルスチェック済みのパソコンとする。 

     業務期間満了等で業務に使用したパソコンを撤去する場合には、ハードデｨスク

等のデータは完全に消去し、その結果を監督職員の確認を受けるものとする。 

 （３） 受注者は業務の履行にあたり、第７条第１項の庁舎及び業務に必要な机及び椅子

等の物品を無償で使用することができるものとする。この場合、別途使用貸借申請

書を監督職員に提出するものとする。 

 （４） 前項により庁舎を使用する場合には、庁舎管理上受注者は、業務に従事させる現

場補償技術員に会社名・氏名等を記載した名札を着用させるものとする。 

 

(疑義）  

第12条 本特別仕様書に明記されていない事項、又はその内容に疑義が生じたときは、監

督職員と協議するものとする。 

 

 


